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甲
賀
市
予
算
„
滋
賀
の
力
＂
に
な
り
ま
す

�

「
あ
い
こ
う
か
國く

に

づ
く
り
予
算
」

　平成２７年度の当初予算が市議会定例会で可決されました。
　平成２７年度予算は、理想郷・甲賀の國づくりを着実に進めることで、市民と共に県
内自治体をリードし、滋賀の魅力を底上げしていくことを理念に掲げ、『“滋賀の力”
になります「あいこうか國づくり予算」』として編成しました。

施
政
方
針
（
要
旨
）

　
本
市
は
こ
れ
ま
で
の
10
年
間
に
固
め
た

基
礎
の
上
に
、
希
望
を
も
て
る
よ
う
な
未

来
を
拓
く
社
会
づ
く
り
を
し
っ
か
り
と
捉

え
、
甲
賀
モ
デ
ル
を
形
づ
く
っ
て
い
か
な

け
れ
ば
な
り
ま
せ
ん
。
生
活
の
場
か
ら
の

声
の
一
つ
ひ
と
つ
に
耳
を
傾
け
、
市
民
幸

福
度
の
最
大
化
に
向
け
て
「
甲
賀
の
國
づ

く
り
」
を
着
実
に
進
め
て
い
く
こ
と
が
市

民
皆
さ
ん
の
負
託
に
応
え
る
道
で
あ
る
と

深
く
思
い
定
め
、
平
成
27
年
度
予
算
を
編

成
し
た
も
の
で
す
。

　
本
年
は
、
地
方
創
生
が
日
本
全
国
津
々

浦
々
で
合
言
葉
に
な
り
ま
す
が
、
私
た
ち

の
取
り
組
み
は
、
理
想
郷
・
甲
賀
の
國
づ

く
り
で
す
。
そ
の
う
え
で
、
市
民
皆
さ
ん

と
共
に
県
内
自
治
体
を
リ
ー
ド
し
、
滋
賀

の
魅
力
を
底
上
げ
し
て
い
く
こ
と
を
理
念

に
掲
げ
、『“
滋
賀
の
力
”
に
な
り
ま
す
「
あ

い
こ
う
か
國
づ
く
り
予
算
」』
と
位
置
付

け
る
も
の
で
す
。

　
総
合
計
画
の
実
現
を
め
ざ
し
施
策
の
重

点
化
を
図
り
、
４
つ
の
重
点
テ
ー
マ
に
沿
っ

た
26
の
事
業
を
核
に
取
り
組
み
ま
す
。
特

に
「
地
方
創
生
・
甲
賀
の
國
づ
く
り
プ
ロ

ジ
ェ
ク
ト
」
で
は
、
将
来
に
わ
た
り
持
続

可
能
な
ま
ち
づ
く
り
を
推
進
す
る
た
め
の

事
業
を
模
索
・
検
討
し
、
本
市
独
自
の
取

り
組
み
を
積
極
的
に
展
開
し
て
い
き
た
い

と
考
え
て
い
ま
す
。

甲賀市長
中嶋　武嗣

　平成２７年度当初予算
■一般会計　　367億円
（対前年度　＋13億5,000万円　＋3.8％）

■特別会計　230億2,817万円
（対前年度　＋21億331万円　＋10.1％）

■企業会計　  57億8,762万円
（対前年度　＋2億2,156万円　＋4.0％）

 義務的経費 　�市の歳出のうち、その支出が
任意で削減できない経費

 投資的経費 　�道路・公園・学校の建物など
社会資本の整備に要する経費

歳出
<性質別>
367億円

（H26 353億5,000万円）
その他の経費
177億1,639万円

48.3％

義務的経費
148億8,379万円

40.5％

投資的経費
40億9,982万円
11.2％

人件費
64億5,502万円

17.6%

扶助費
47億415万円
12.8%

扶助費
47億415万円
12.8%

扶助費
47億415万円
12.8%

公債費
37億2,462万円

10.1%
普通建設事業費
40億9,982万円

11.2%

物件費
66億3,945万円

18.1%

補助費等
58億2,223万円

15.8%

繰出金
47億393万円
12.8%

維持補修費
3億1,900万円

0.9%

予備費
1億円　0.3%

投資及び出資金
7,148万円　0.2%

貸付金
4,046万円
0.1%
積立金

1,984万円　0.1%
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一般会計
市の基本となる会計

平
成
27
年
度 

甲
賀
市
予
算
編
成
方
針

　

予
算
は
、
５
つ
の
基
本
方
針
を
も
っ
て

編
成
し
ま
し
た
。

①�

総
合
計
画
の
実
現
を
め
ざ
し
た�

重
点
的
・
戦
略
的
な
財
源
配
分

　
市
民
ニ
ー
ズ
や
経
済
情
勢
等
を
踏
ま
え

な
が
ら
、
安
全
・
安
心
な
暮
ら
し
を
め
ざ

し
て
よ
り
一
層
の
施
策
の
重
点
化
を
図
り

な
が
ら
、
総
合
計
画
の
実
現
の
た
め
の
部

局
間
連
携
に
よ
る
予
算
と
し
ま
す
。

②�

人
口
減
少
に
立
ち
向
か
い
、元
気
な
ま

ち
甲
賀
を
め
ざ
す
施
策
の
展
開

　
持
続
可
能
な
自
治
体
経
営
に
お
い
て
、
最

大
の
課
題
と
な
る
急
激
な
人
口
減
少
問
題
に

対
し
、
将
来
を
見
据
え
、
継
続
的
か
つ
効
果

的
な
施
策
を
部
局
横
断
的
に
取
り
組
み
ま
す
。

③
防
災
・
減
災
対
策
等
の
強
化

　
市
民
の
安
全
を
最
優
先
と
し
、
将
来
を
見

据
え
た
防
災・減
災
対
策
、環
境・エ
ネ
ル
ギ
ー

対
策
の
よ
り
一
層
の
強
化
を
図
り
ま
す
。

④�

合
併
特
例
期
間
を
見
据
え
た
計
画
的
予
算

　
「
合
併
特
例
債
」
の
発
行
と
、「
普
通
交

付
税
の
合
併
算
定
替
※
1
」
が
適
用
さ
れ

る
合
併
特
例
期
間
の
終
了
後
も
持
続
可
能

な
財
政
運
営
に
む
け
て
、
そ
の
期
限
を
見

据
え
た
計
画
的
な
予
算
と
し
ま
す
。

⑤�

財
政
健
全
化
に
む
け
た
着
実
な
取
り
組
み

　
前
例
に
と
ら
わ
れ
な
い
思
い
き
っ
た
行

財
政
改
革
の
断
行
や
、
市
税
や
各
種
料
金

の
滞
納
解
消
策
の
実
行
と
現
有
資
産
の
有

特別会計・公営企業会計

効
活
用
な
ど
に
よ
る
財
源
を
確
保
し
、
新

た
な
歳
入
の
創
出
を
実
施
し
ま
す
。ま
た
、

将
来
世
代
の
負
担
を
軽
減
す
る
た
め
、
基

礎
的
財
政
収
支
（
プ
ラ
イ
マ
リ
ー
バ
ラ
ン

ス
※
2
）の
黒
字
化
の
継
続
を
図
り
ま
す
。

予算額

２７年度 ２６年度 前年度比較

特
別
会
計

国民健康保険 101億3,600万円 90億3,000万円 ＋11億600万円

後期高齢者医療 17億4,000万円 17億1,500万円 ＋2,500万円

介護保険 65億800万円 58億2,400万円 ＋6億8,400万円

公共下水道事業 37億4,800万円 35億9,800万円 ＋1億5,000万円

農業集落排水事業 6億7,200万円 7億3,400万円 △6,200万円

土地取得事業 2億356万円 326万円 ＋2億30万円

野洲川基幹水利施設管理事業 2,061万円 2,061万円 0万円

小　　　　計 230億2,817万円 209億2,487万円 ＋21億330万円

企
業
会
計

病院事業
収益的支出 8億7,700万円 8億7,700万円 0万円

資本的支出 1億4,780万円 7,402万円 ＋7,378万円

水道事業
収益的支出 30億174万円 29億8,063万円 ＋2,111万円

資本的支出 12億1,585万円 10億7,948万円 ＋1億3,637万円

診療所事業
収益的支出 2億2,700万円 2億2,030万円 ＋670万円

資本的支出 520万円 575万円 △55万円

介護老人保健�
施設事業

収益的支出 3億1,160万円 3億2,480万円 △1,320万円

資本的支出 143万円 408万円 △265万円

小　　　　計 57億8,762万円 55億6,606万円 ＋2億2,156万円

合　　　　計 288億1,579万円 264億9,093万円 ＋23億2,486万円

特定の事業を行うための会計

 自主財源 　市が自主的に収入することができるもの
 依存財源 　国や県の意思決定に基づき収入されるもの

歳入
367億円

（H26 353億5,000万円）

自主財源
172億　708万円

46.9％

依存財源
194億9,292万円

53.1％

市　税
133億9,079万円

36.5%

繰入金
16億8,365万円

4.6%

分担金・負担金
使用料・手数料
10億2,831万円

2.8%

諸収入
8億6,077万円

2.3%
繰越金

1億5,000万円
0.4%
財産収入・寄附金
9,356万円　0.3%

地方特例交付金
5,200万円　0.1%

地方譲与税
3億4,200万円

0.9%

県税交付金
21億8,200万円

6.0%

県支出金
29億2,016万円

8.0%

市　債
32億6,540万円

8.9%

国庫支出金・交通
安全対策特別交付金
34億8,136万円

9.4%

地方交付税
72億5,000万円

19.8%
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歳出
<目的別>
367億円

（H26 353億5,000万円）

民生費
113億6,728万円

31.0%

総務費
57億3,628万円

15.6%

総務費
57億3,628万円

15.6%

総務費
57億3,628万円

15.6%土木費
39億9,944万円

10.9%

衛生費
39億7,799万円

10.8%

教育費
37億2,838万円

10.2%

公債費
37億2,462万円

10.2%

農林水産業費
19億5,100万円

5.3%

消防費
14億472万円　3.8%

議会費
3億286万円　0.8%

商工費
2億8,045万円

0.8%
労働費

1億2,698万円
0.3%

災害復旧費・予備費
1億円　0.3%
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※
1 

普
通
交
付
税
の
合
併
算
定
替

　

�　
合
併
後
で
も
、
合
併
に
よ
る
普
通
交
付
税
の

不
利
益
を
被
る
こ
と
が
な
い
よ
う
に
さ
れ
た
制

度
。
本
市
は
平
成
27
年
度
か
ら
の
５
年
間
で
段

階
的
に
削
減
さ
れ
ま
す
。

※
2 

プ
ラ
イ
マ
リ
ー
バ
ラ
ン
ス

　

�　

市
債
以
外
の
歳
入
で
、
市
債
の
元
利
償
還

金
を
除
い
た
歳
出
を
賄
え
る
か
ど
う
か
を
示

す
基
礎
的
財
政
収
支
。
プ
ラ
ス
で
あ
れ
ば
財
政

の
中
長
期
的
な
持
続
可
能
性
を
保
つ
こ
と
が
で

き
る
と
さ
れ
て
い
ま
す
。

2平成 27年 4月15日3 平成 27年 4月15日


